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Abstract: Recently, the introduction of robots into construction work, in which automatization and 

labor savings are in rapid promotion, has been strongly desired. In building interior construction 

work, for example, as it involves a lot of manual labor, simple machines are used to ease the heavy, 

muscular labor of human workers. A system for enabling robots to collaborate with human workers 

in similar construction work is under research for future realization. However, according to this 

system, safety is not ensured for human workers in coexistence with robots, and safety work cannot 

be realized by merely taking measures to prevent human workers from approaching the danger 

condition, which is the basis of safety assurance under the conventional safety standards. 

This study is to propose a safety robot control mechanism which enables robot arms for building 

interior construction work to achieve the intended work while securing the safety of human workers. 

Even if the robot happens to touch human workers, the robot should not be permitted to apply an 

excessive impact or pressure over the allowable limits to human bodies. 

In order to satisfy these safety conditions, the construction working robot is classified under new 

robot class based on stop condition and designed based on the principle of machinery safety. This 

safety design principle which all machines must follow explains the risk reduction process. However, 

the inherently safe robot can be achieved by removing the hazards so that it may not produce risk 

itself. The functional safety will be conducted after the execution of the approach of such inherently 

safe for far remaining hazards. 

This report adopted the inherently safe actuator as an inherently safe technology which could be 

applied to the construction working robot, and also adopted fail-safe and hierarchizing interlock of 

sensors for the obstacle detection as a functional safe technology. 

The hierarchizing interlock of sensors is always monitoring the surrounding area by using a radar 

sensor with a self-diagnosis function. When the human worker approaches the robot, this system 

switches the maximum speed to a lower speed. Furthermore, when the human worker touches the 

soft-touching bumper switch of the robot, this system makes the robot stop immediately. At this 

time, the radar sensor, the bumper switch and the speed monitoring function for the actuator should 

not fail to the danger side. Therefore, in order to ensure the stopping process of the control system, 

the presently conceivable highest level of safety should be applied to the fail-safe and redundant 

technology in combination to these devices and the function. 

＊機械システム安全研究部 Mechanical and System Safety Research Division 

＊＊物理工学安全研究部 Physical Engineering Safety Research Division 
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The inherently safe actuator system can regulate its output according to the work. This system 

h邸 adevice using Magnet-Rheological (MR) fluid and a friction brake together. The MR device can 

control mechanical force by making use of the characteristics of the MR  fluid, and can regulate the 

torque to be transmitted from the motor output axis to the arm axis by changing the magnitude 

of the current applying to the MR  device. Therefore, in any motion of the robot arm which may 

cause collision of the robot arm with a human worker, the transmitted torque is limited to adapt 

the robot arm to disturbance, and in any other motion of the robot arm, a strong servo control 

restrains disturbance. 

Keywords; Construction robot, Inherently safe design, Magnet-Rheological fluid, Bumper switch, 

Radar sensor 

1. はじめに

建設作業へのロポットの導入は強く求められてきた

が，工場の自動化が即産業用ロボットの導入となる製

造業に比べると，その進展は遅い。力補助を行うバラ

ンサの形態1)から雲仙普賢岳での無人化重機2)やビル自

動建設システム3)に至るまで，多くの事例が報告され

ているものの，現場では，自律的な高度なロポットよ

りも遠隔操縦ロボ•ヽノトのよっなマン・マシンシステム

が実用的と考えられている4)。現状のロポット技術の

水準と特殊な作業環境を勘案すれば現実的な選択では

あるが，今後は，さらに人間との共存・協調を指向し

た建設用ロポットの出現が期待されている。

このような人間との共存を実現するロポットは，建

設分野に限らずに多くの分野でニーズが強調される一

方，共存型ロボットの導入により人間の安全確保が危

惧されている。人間との隔離が困難で，ときには人間と

の安全な接触が求められる共存型のロボットでは，そ

の活動範囲が極めて限定される。それにもかかわらず，

このような環境では，いつ危険な状態が発生するか分

からない状況で人間は行動せざるを得ず，従来の危険

な状態に接近しないという安全方策で安全を確保する

のは不可能である。

一般の固定式産業用ロポットに対しては，既に個別

の安全規格5)が定まっており，安全方策が具体的に規

定されているが，この規格を移動することを前提とし

た共存型ロポットヘ適用するのは難しく，事実，移動

ロボットはこの規格の適用範囲外である。しかし，機

械の基本安全設計原則6)に従うことは必須であるため，

改めてこの原則に基づくリスク低減の手順に共存型ロ

ボットを当てはめ，危険源除去を系統的に進めて「安

全」の判断を得なければならない。

そこで，本研究では，人間と作業空間を共有する条件

で施工作業用ロボットを導入する場合を想定して，先

ず，機械の安全設計原則のリスク低滅手順の中で，残

存リスクに対する許容限界の観点から共存型ロボット

の位置付けを論じる。また，危険源除去として実現す

る本質安全について検討を加える。そして，これらの

検討結果を基に，ビル屋内の施工作業用ロポットに適

用する安全関連技術を検討し，人間の安全を確保しつ

つ目的の作業を遂行できるロポットシステムの開発を

試みる。今回はロボット要素技術として，センサによる

監視システムと本質安全アクチュエータを提案し，試

作ロポットシステムヘの適用を図った。

2. 建設用ロボットの新しい秩序と位置付け

2.1 新しいロポットのクラス

人間とロポットとの共存状態は，移動ロポットをは

じめとして，介護•福祉用ロポットやパーソナルロポッ

トなどの新しい型のロポットでは必ず考慮しなければ

ならない。どんなに対策を講じても，柵の中の産業用

ロポットと同等の安全の保障は不可能であり，これら

のロポットを機能させる以上，残存するリスクに対し

て，利益を享受する使用者が許容できるか改めて検討

が必要である。

火災現場での救難ロポットは，緊急時には被災者を

手荒く扱ってでも救出作業を遂行しなければならない

だろう。このような人間の命を預かるロポットは，使

用を拒否できないというディレンマがある。危険側の

故障や操作ミス等がどうしても防止できないのであれ

ば，これらにより伴う危険を受け入れるという使用者

との申し合わせでもなければ，このようなロポットは

実現しない。

空間的に隔離する安全が保証できない共存型ロボッ

トでは，ロボットが停止することで安全を確保するし

かないが，その運転停止の特性は対象ロポットの形態

やそこに係わる人間の役割によって異なるはずである。

そこで，対象ロボットが「止まる安全」を確保できる

か，その手段は人間の判断に依存しないロポット側の
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Table 1 Robot classification based on stop condition. 
運転停止に基づくロポットの分類

クラス 特 性
代用的な

ロポット・機械

B 当事者にとってロマンの対称となる 趣味のロポット

機械。危険であるか否かは当事者の

問題として自己責任に委ねられる。

1 当事者にとって必須の機械で，その 救難ロポット

使用を拒否できない。 ペースメーカー

故障は致命的であるが，高信頼化や

訓練等により故障を克服して運用す

る。

2 「止まる安全」が常時確保できず， 飛行機

制御あるいは人間の操作によって

安全な停止状態まで運用が維持され

る機械。その利用の判断はユーザに

委ねられる。

3 「止まる安全」が常時確保できるが ロポットの

その運転は人間の操作によるため， 教示

危険の判断や停止操作は人間に依存 自動車

して「止まる安全」確保となる機械。

4 安全／危険の監視と安全な停止がで ロポットの

きる機械であり，人間はそのような 自動運転

操作に関与しない。 自動倉庫
................ .. ... 幽....................艤.....................・・・...................
a 危険を検出して機械を積極的に止め 無人搬送車

る制御を行う機械。
......... .............................................. .......................... 
b 安全を確認して運転し，確認できな プレス機械

ければ運転停止により安全確保され

る機械。故障時危険とならないフェ

ールセーフ性が要求される。

5 安全確認型であるばかりでなく，不 プレス機械の

要な安全停止を避けるための制御を PSDI 

行う機械。安全確保の下で高い運用

効率を維持できる。

機能か，さらにそれは安全確認型7)か否か，といった観

点から運転停止に基づいたロボットのクラス分類を試

みた。

Table 1は，クラスを 6段階に分類したもので，ク

ラス番号が大きいほど安全性は高く，人間への依存度

は低くなる。なお，クラス Bは「止まる安全」とは関

係ない場合であり，クラス 4は手段の構造により 4aか

4bに分かれる。

一般の産業用ロポットはクラス 3およぴ4に該当し，

通常クラス 4bが要求されることが多く，「止まる安全」

に対して厳格な責任が求められる。今後登場するであ

ろう共存型ロポットは様々なクラスまで広範な展開が

予測されるが，例えばクラス 3の場合は，最後の事故回

避を人間に委ねる故，人間の訓練や資格制度，管理の

徹底とともに，技術的なバックアップも必要となろう。

2.2 残存リスクと許容リスク

ISO /IEC-Guide518)では，残存リスクが許容できるか

否か（すなわち安全）の判断は，その時点の社会的価

値観によって必ずしも同じではないことを認めている。

しかし，残存リスクによる事故を認める場合，事故の

原因に対する責任は依然として問題となる。事故に対

する責任は，事故を滅らす努力（リスク低減）とは別の

要求である。例えば，クラス 1に分類した救難用ロポッ

トは，失敗による事故の責任がある程度免除されると

考えられる。

残存リスクに対する許容の限界は，明らかに緊急時

のロボットでは大きい。このように，人道的立場で使

用されるロポットには，特別にリスクと事故の責任の

軽減というメリットとの間にトレードオフが存在する

と考えられる。失敗で救助できなかったのは止むを得

ないという判断があって初めて，救難ロボットは思い

切った救難活動が可能となるのである。

病人の看護高齢者の生活介助を行う機械では，安

全性が何よりも重要である。しかし，機械による介助

を直接受ける限り明らかに限界があり，しかも，ロボッ

卜看護・介助による残存リスクは決して小さくはない。

しかし，高齢者のペースメーカとなり，生命を維持す

るために使用されているのであれば，使用者が小さな

事故を受け入れてしかるべきである。その意味で，福

祉用のロポットには，ある程度大きな残存リスクで使

用を求めることは不可能ではない。

このような許容リスクの判断に特別な配慮を求める

場合，その判断は，合理的に説明されて社会的に公認

されなければならない。そのため， リスクの共通の認

識を得るべく，国際的標準化が早期に求められる。た

だし，自動車事故が社会的に受け入れられているとは

えないにもかかわらず，クラス 3の自動車は既に社

会的構造の一部になっていることは注意を要する。

2.3 建設用ロポットのリスクとクラス

建設作業の機械化に際して，これまでのリスク戦略

では，機械の導入に伴うコストと事故の減少で得られ

る経済的効果とを比較して，導入の意志決定をするこ

とになる。リスクに基づく判断は，最終的に低減され

たリスクが許容されるか否かで行われるが， もし残存

リスクが大きかったら，機械の導入を控えて人間の作

業が継続されることになる。このリスクの計算は，一

般に人間が行う危険作業のリスクと比較すれば，機械
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導入後のリスクの方がずっと小さいはずである。しか

し，機械の導入によって新たに生ずるリスクが検討さ

れると，危険な機械と見なされ，あえて導入はしない

という結論になりがちである。

危険作業の削減・ 代替により災害防止が期待される

建設用ロポットも同様に，安全確認型で安全が確保で

きるロボット（クラス 4b)であればよいが，事故が起こ

りうるロボット（クラス 1-4a)であれば同じ問題が起

こる。つまり，ロボットを安全の目的で導入したとし

ても，人間の責任による事故が減るだけで，改めてロ

ボットの責任で生ずる事故をどのように扱うかが問題

となる。

建設作業を行うロボットは大型のものも多く，確か

に危険である。ロボットが故障した場合，危険作業を

人間に代行する機械であるから，故障修理はかえって

危険作業となる場合もある。あるいは，他の作業者と

混在するため， うっかりマニピュレータにぶつけられ

る恐れもある。

建設用ロボットがリスクを認めるシステムである限

り， リスクに十分に見合う大きなプラス効果を求める

という関係は合理的な帰結であろう。安全確認型の安

全装置が実現できない以上は，危険検出型の安全装置

を認めざるを得ないという態度でもあり，また，大き

な危険性の改善によって小さな危険性が生ずるのは許

容するということである。いずれにしても，建設用ロ

ボットはクラス 3に共通する新しい安全の秩序化が適

用すると思われる。

3. 国際安全規格に基づくロポット設計手順

3.1 国際安全規格によるリスク低減と活動

前出の ISO/IEC Guide-518)によれば，危険性をリス

クで表し，「安全」を受容可能なリスクと規定している

ように，国際規格は絶対安全を要求してはいない。し

かし，事故の責任を曖昧にするのでなく，周到な準備を

行った結果として生じた災害を受容しようという考え方

である。設計で考慮すべき多くの安全原則がISO/CD

121006)で示されており，「安全」と認められるまで，こ

れらの原則に基づくリスク低滅が繰り返される。この

ようなリスク低減には，現在の最高水準の技術を用い

るという state-of-the-artの原則が適用されると言われ

9), 安全の責任を果たすための共通の方法として国際

規格によるリスク低滅を採用する限り，「安全」の判断

のための説明原理が確立されていなければならない。

Fig. 1は， ISO/CD12100で示されているリスク低

滅の手順であり，ロポットに限らず機械設備はこの手

順に従ってリスク低減活動を実行しなければならない。

NIIS-SRR-N0.21(2000) 
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Fig. 1 Iterative process of risk reduction by ISO/CD121C 
ISO/CD12100のリスク低減手順

多くの災害は人のミスで発生しているために，災害〖

止を単に求めるのであれば人の教育・訓練が最も効少

的である。しかし， リスク低減の活動には優先順位i

あり，国際規格では，先に行うべき活動によって解も

できなかった問題を次の活動に委ねるには，達成可育

の限界であることの説明責任を負うとされる10)。機内

の側からの安全対策を怠って，事故回避を人に委ねぇ

ことは認めないとする考え方である。

Fig. 2は， Fig.1のリスク低減で行う活動の優先JI[

位を明らかにしたものである。

先ず活動1は，機械の使用条件（環境）の整備を行う

危険な行動を誘発するトラブルを最小にするという，と

ちらかといえば品質管理から要請されるアプローチて

ある。ただし，予見可能な誤使用には，あくまでも活直

1の結果として到達できる限界に対して state-of-the-ar

の原則が適用されている。

次の活動 2は危険源を明確にする。危険源を扱うフ

ロセスはこの後2つに分かれるが，危険源そのものを

除去するという本質安全の活動3を優先し，除去でき

なかった危険源による最悪の被害を予測して活動3(/ 

成果とする点は注目すべきである。

次いでリスク見積／評価（活動4)を行い，「安全」と

認められない場合，設計によるリスク低減（活動5)、

さらに安全防護設備設置によるリスク低滅（活動6)カ

実行される。なお， リスク評価の活動4では，人間力`
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AcilD嘩 y1 AcftMfty 2 Severity 
Probability of 
occurrence 

Hazard elimination/reduction 
by design (including inherent safe) 

Ac珈 oft'f/8

Installation of 
safeguarding devices 
(Interlock) 

Risk reduction by design 

A.cftMfty 1 

Information of 
residual risk 
for users 

Fig. 2 Priority order of risk reduction activities. 
りスク低減活動の優先順位

危険源に暴露される可能性と，被害の大きさによって

推測される最悪のリスクに対して「安全」と判断され

たとき機械の使用が許可される。そして，「安全」と認

められた段『皆で人間の教育・訓練（危険の警告，警告解

除を含む）と保護具の装着等によるリスク低減が詫め

られるのである。このように， リスク低減活動は，機

械の側（エ学的立場）からの対策1こよって災害防止に

確定性を得るプロセスだと考えることができる。

3.2 本質安全設計

Fig. 2の活動2としてロボットの危険源を明らかに

すると，ロボットアーム自体が危陰源の除去・低減の

対象である。パワフルなアームであれば，人間と接触

して容易に災害に至る。しかし，これを除去すること

はロボソトの本質を失うため，共存型ロポットの場合

は，接触しても人間に傷害を与えない本質安全化が絶

対条件であると考えざるを得ない。

そこで，ロボットアームの危険源を物理的特性（カ

と速度）に置き換えて，アームが人間にぶつかるとき

の衝撃とその後の人間への挟圧が人間に受容される

ことをもって「安全」という判断を行う （活動3)。し

たがって，まず衝撃力が許容限界であるために！ま，動作

速度を低速に抑えることが人間と共存できるロボット

の条件となる。挟圧力に関しては，人間の耐挟圧力は

結構大きいと思われるか，人間が押さえ込まれて逃げ

られないような状況が頻繁に生ずるのは，共存ロボッ

トとして［ま不適格である。ロボソトは，人間の力に対

する反力（受動力）はいくら出しても構わないが，動き

を伴う能動的な力は，例えば人間が手で扱えるワーク

の重量に相当するような小さな力を標準：こ設定される

べきである。

ところで，この場合の安全確認に速度と力か許容限

界を超えていないことの確認である。あくまでも，速

度と力の安全確聰システムを構成し，前出クラス 4bの

ロボットシステムを構築することが正当なやり方であ

る。文寸象ロボットシステムのクラスが低い楊合，安全

確認型ではないセンサを適用することが許容されるが，

Fig. 2の活動4以降の手順に従うことが必要である。

人間のロボソトヘの接近を検出して接触を回避したり，

力を安全の限界となるよう制御を行うような，いわゆ

るアクティフセーフティの考え方は，安全支援機能で

あるという言忍識が必要である。

なお， ISO/CD12100で規定されている機械の本質安

全化設計の一部に（ま，〇作動力を十分小さく判限する

ことにより，要索による機械的危険源が生じないよう

にする，②可動要素の運動エネルギー（すなわち質量お

よび／または速度）を制限する， という記述かある。こ

れまで， sow以下のモータを用いるロボットはエネル
ギーが小さいとして安全だと見なされてきた11)が，近

年の高機能なロボットでは必ずしも安全とは言えなく

なってきており，力と速度を1固々に安全限界内に抑え

る本質安全設計を検討すべきである。

4. 施工作業用ロポットの基本設計

4.1 安全基本要件の検討

建設用ロボットといえども，国際安全規柁の設計手

順に基づき，設計・開発されねばならない。特に，人

間と共存可能なロボットを指固するならに，可能な限

りリスクを生じない条件で本質安全を達成すべきであ

る。本研究では，主1こビル屋内の内装等の施工作業用

ロボットの開発を目指しており，これは，パネJレや配管

等の作業者が単独で持つには困難な作業対象物を，搬

送，据1寸することで，作業者による重量物取扱い作業
や不自然な姿勢を強いる苦渋作業を低減，あるいは代

行することを目的とする。甚本直勺には，作業対象物か

多様であるために完全な自動化ぱ求めず，現場作業者

が操縦できるマニュアルマニピュレータを搭載した無
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軌道式移動ロポットを予定している。したがって，口

ボット周囲に人間が存在する環境下で作業を行う共存

型ロポットの形態となる。

このような施工作業用ロボットの設計を， Fig.2の

活動の優先順位に従って行い，ロボット要索の安全要

件を検討した。

ここでは詳細は示さないが，先ず，活動 1では作業

環境を含めた人間とロボットの関係を整備して，予見

可能な誤使用から危険源を同定した。この活動2の結

果は，いくつかの国際規格にリストアップされている

危険源6,12,13)を参照して導出されるが，主にロポット

の移動機構とマニピュレータの機械的危険源にのみ着

目して抽出すると，およそ以下の通りである。

(1)マニピュレータまたは移動機構との衝突

(2)マニピュレータまたは移動機構による挟まれ，巻

き込まれ

(3)鋭利なエッジやギア等の露出（接触形状）

{4)減速，停止，保持能力の不足

(5)パワーの消失と変化・

{6)エネルギー源

(7)蓄積エネルギー（ポテンシャル，運動）

(8)要索の機能不良（破損，緩み等）

(9)転倒，落下

これらの危険源の内，活動3が実現できるのは (3)の

みであるが，本研究における施工作業用ロポットは人

間との安全な接触を保証するため， (1),(2), (7)の危

険源の除去を求める。したがって，本質安全設計で言

及したように，マニピュレータ用アクチュエータのカ

および速度の抑制による本質安全化を安全要件とする。

これらの抑制は，別途リスク低減のための安全防護手

段で実現することも可能であるが，その手段の欠陥に

より事故に至る恐れがある。本質安全アクチュエータ

は，接触がリスクを生じない構造として危険源を除去

できる。

一方，移動機構用アクチュエータについては，本体

重量を考慮すると (7)の削減は難しいため，活動4以降

のリスク評価活動に委ねる。その結果，移動機構が人

間と接触する前にセンサで検知して，プレーキによっ

て停止する機能を持つことが安全要件となる。これは

無人搬送車の安全システムが適用される。このように，

人間が危険源に暴露されて生じるリスクの低減を図る

ことを機能的安全と呼び，低滅されたリスクの受容の

判断は，センサやブレーキの安全性能に依存する。

また，残りの危険源(5),(6), {9)については，駆動

源を除去できないため活動5,6により対処し，危険源

(4), (8)は可能な限り活動3または5により対処する。

以上の危険源除去とリスク低滅による設計手順は，残

Table 2 Safety requirements for construction working 
robot elements. 
施工作業用ロボット構成要素の安全要件

構成要素 安全要件

アクチュエータ（マニピュレータ） 本質安全化

プレーキ（移動機構） 無励磁作動型

クラッチ（移動機構） 無励磁解放型

障害物検知センサ（非接触式） 安全確認型

障害物検知センサ（接触式） 安全確認型

存リスクが受容されるまで繰り返されるが，受容の程

度はロボットのクラスにより影響を受ける可能性があ

り，それは別途検討を要する。

今回の施工作業用ロボットは，基本的にマニピュレー

タ部はクラス 3,移動機構部はクラス 4aのロポット形

態である。クラス 3のロポット教示作業あるいはマニュ

アル操作は，訓練，教育を受けた教示者が行う必要が

あるが，誰にでも安全を保証できる共存型ロポットの

実現のためには，クラス 4bに適応できるためのロポッ

ト要索，機構が必須である。本研究では，第5章の「建

設用ロポットの安全制御技術に関する検討委員会」に

おける検討結果を受けて，クラス 4bに該当する施工作

業用ロポット開発のために，主要危険源 (1),(2)に対

処するロポット構成要索を取り上げた。それらの安全

要件を Table2にまとめる。

4.2試作ロポットシステム

本研究で対象とする施工作業用ロボットは，上記の

機能的安全と本質安全の両方を指向し，実環境下で供

用できるスケールを予定している。しかし，本質安全

化アクチュエータの採用は全く新しいアプローチであ

り，また，実用化もされていないため，実験用に縮小ス

ケールのロポットシステムを構成し，アクチュエータ

やセンサ等の要素技術の開発を先行させることにした。

要索試作の中心は，本質安全化マニピュレータと安

全確認型障害物（人間）検知センサであるため，移動

機構自体は既存の装置を利用した。移動機構のベース

は，伴走キャリア「トランスポニー」（（株）ニコン製）

であり，元々駅構内のゴミ運搬用に開発された無軌道

式バッテリー搬送車である。これは，操作者が操作レ

バーを持って歩くと，その速度と方向に合わせて追従

走行（最大4km/h)する機能が特徴であり， 30度ま

での階段の昇降ができるようにクローラ走行も可能な

ものである。

この移動機構の荷台上に 3自由度（旋回 1,屈曲 2)
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マニピュレータを設置し，さらに，障害物検知用超音

波センサと軟接触式バンパースイッチを付加して施工

作業用ロポットを模擬させた。なお，操作レバーによ

るマニュアル走行に加えて，自律走行させるために外

部コンピュータから走行制御プログラムを実行できる

ようにした。

Fig. 3に試作したロポットシステムの構成を， Table

3にシステム要索の仕様を示す。マニピュレータは，本

質安全アクチュエータを屈曲軸2に，バランス制御ア

クチュエータ 14)を屈曲軸 1に組み込んだ。障害物（人

間を含む）検知センサは，台車に装備されている非接

触式（反射型光線センサ）センサを超音波センサに交

換し，接触式バンパ（テープスイッチ）を軟接触式バ

ンパ（スイッチ）に換装した。

イネーブル装置は，台車をマニュアル操作するため

に，これを操作者が押している間のみ走行を許可する

スイッチであり，元々操作レバーに組み込まれている。

ただし，最近では，産業用ロポットの教示ペンダント

のイネーブル装置として，従来のオンーオフの 2位置

スイッチよりもオフーオンーオフの 3位置スイッチが

強制されている12)。そこで，半押しオン時のみ許可信

号を出力し，オフ（押していないか押し込んだ状態）で

は許可信号を出力しない 3位置スイッチ15)に換装した。

Fig. 4はスイッチの動作と操作状況を表しており，こ

のスイッチの採用により，マニュアル運転時の操作ミ

スの低減が期待できる。

ロボットピジョンシステムは，超音波センサの検知

範囲より遠距離にある障害物を早期に検知するもので

あり，障害物と作業対象物，人間の識別を目指してい

る。また，自律走行のガイドを与えるための標識認識

を検討している。

なお，移動機構用プレーキは台車に装備されている

無励磁作動型電磁プレーキを利用した。

試作ロボットシステムに適用したこれらの要索は，改

めて人間とロポットの共存関係から分類することがで

きる。つまり，物理的に隔離される状況では危険なロ

ポットは自由に振る舞えるが，近接してゆくと，危険

な接触前にロポットが停止するよう機能的に安全を確

保しなければならない。さらに，より近接して人間が

ロボット近傍でマニュアル運転させる場合にも，やは

り機能的に人間が接触を回避することで安全を確保す

る。そして，接触状態では，アクチュエータの本質安全

化こそが唯一の安全確保を実現する。このように，人

間とロポットがいかなる共存状態であっても，機能的

にあるいは本質的に安全を確保できることが共存型ロ

ポットの必要条件と言えよう。試作ロポットシステム

の各要素の位置付けは Table4で表現される。

Enabling device fot 

Fig. 3 Prototype robot with safety function. 

試作ロポットシステム

Table 3 Main elements specifications of prototype robot. 
試作ロポットシステムの主要要素の仕様

構成要索 仕 様

マニピュレータ 全長 lm 

可搬重量 0.5 kgf 

回転速度各軸最大 0.52rad/s 

旋回軸：空気圧ロータリーシリンダ＋電磁

プレーキ

屈曲軸 1:空気圧複動シリンダ＋電磁プレ

ーキ＋パランス用ロードセル

屈曲軸 2:Acサーポモータ＋ハーモニック

ドライプギア＋電磁プレーキ＋
カ出力制限機構 (MRデバイス）

角度検出用エンコーダ（各軸）

超音波センサ 動作確認用反射板付き

サイクルチェック 0.1s 

ウインドゥコンパレータ十 ANDゲートに

よるフェールセーフ信号処理

軟接触式パンパ 圧縮距離 450 mm  

積層リングバネによる緩衝機構

感圧導電ゴムセンサ内蔵

フェールセーフなレベル検定

イネープル装置 3位置スイッチを操作レバーに内蔵

ロポットビジョ 標識認識による走行ガイド（自律走行時）

ンシステム 障害物認識

OFF

け
叫
い
[OFF

Example of 3 position 
mode of enabling switch 
for teaching pendant 

Manual operation lever with enabling 
switch for prototype robot 

Fig. 4 Three-position mode of enabling switch for 

I manua opeat1on lever. 

操作レバ＿に用いる 3位置イネープルスイッチ
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Table 4 Category of ensuring safety according to human-robot coexistence. 

共存状態による安全確保のカテゴリー

Category Category of contact Device used in the system 

Isolating (Physically) 
Physically avoiding 

contact with human 

Stopping robot before Ultrasomic radar sensor, 

Isolating (Functionally) contact with human Photoelectric sensor, 

Bumper switch 

Evasion by human Eve邸 ionfrom contact Enable Switch 

Unconditioned Safe contact 

5. 階層化障害物検知センサの開発

5.1 センサ隋層化に基づく走行制御

自動走行中の移動ロポットの停止パターンは，無人

搬送車と同様に，定常高速走行時から一且低速走行へ

滅速して後，完全停止することが基本である。高速か

らの急停止は強力で不変の制動能力が求められるため

に現実的でなく，また，ロボット自体の転倒や搭載物

の放出の危険性があるため，試作ロボットシステムで

は，高速度から低速度への切替は超音波センサの障害

物存在検知信号によって行い，低速度からの停止は軟

接触式バンパスイッチの接触検知信号によって行われ

る。一般に，高速度からの減速には回生プレーキ等の

高応答の装置を用いて，低速度からの制動と停止保持

には無励磁型電磁ブレーキを用いる。

このようなセンサ・スイッチを階層化して利用する

と，試作ロボットの速度切替制御は Fig.5に示すよう

な走行制御インタロックの形態として実現できる。た

だし，センサやスイッチ，コントローラは危険側への

誤り，すなわち人間がセンサ・スイッチの検知空間に

存在するにもかかわらず，誤って「不在」と認識・通報

することは許されない。ロボット停止を確実にする最

後の切り札であるバンパスイッチが安全確認型である

のは当然のことであるが，超音波センサも安全確認型

でなければ，電磁ブレーキは高速時からでも所定の時

間で停止できる制動能力が必要となる。しかし，現実

には，ロポット本体の重量に見合った能力の無励磁型

電磁プレーキの装着はほとんど不可能であるため，安

全確認型の超音波センサは必須と考えられる。

なお， Fig. 5では，人間がロポットのバンパに接

触しても，極低速の行動（これは停止に至る減速過程

Force Limiting Mechanism using 

Magneto-Rheological Fluid 

Safe extremely 
slow or 
deceleration to 

辛
Fig. 5 Hierarchized interlocking configuration for 

travel control. 
走行制御の階層化インターロック

を含む）が許容されている。これは，特定の操作者が

イネーブル装置付きの操作レバーによってマニュアル

走行させる際，ロボットに接触しながらのロボット動

作を認める特別な場合である。ロボットのクラスは 3

となるが，ロボットが人間に接触する際の許容速度に

ついては，別途検討が必要である。

また，走行速度が切り替わった後，実際にその速度

を守って走行しているかどうかの速度監視の機構にも

言及しておく。このような機能のフェールセーフ化は

難しいため，ダイバシティ・コントローラ17)を導入し

て，機能的に速度監視機構の安全水準を向上させるこ

とを試みる。このコントローラは， 3つの異なるプロ

セッサが異なるオペレーティングシステム上で同じ内

容のジョブを実行し，その結果が3つ同じ場合のみ外

部出力するという仕組みを持つ。強力な自己診断機能

と共通故障を極力避けるダイバシティ化によって，こ

のコントローラは現在考え得る最高の安全レベルを達

成する。速度監視用には，市販の近接センサを走行車

輪に 2カ所設置することにより，多重化して安全水準

を向上できる。
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5.2 超音波センサの構成

超音波レーダセンサは，非接触の障害物検知手段と

して広く利用されているが，反射型の形態故に故障時

に障害物を検知できない恐れがある。

そこで，ダイナミックな自己診断機能を設けた超音

波センサ16)を用いれば，センサ正常時でかつ障害物が

存在しない場合にのみ検知空間が正常と判断して信号

出力し，超音波センサ故障時あるいは障害物検知時は，

信号出カオフとなる特性を得る。センサ出力信号オフ

時は，直ちにロポットの走行速度は低速度へ移行する。

このセンサの特徴は， トランスデューサ内に設けた自

己診断用反射板に周期的に (0.1s毎）超音波を反射さ

せて，その反射の受信によって，その後の 0.1s間はセ

ンサの正常性を保証することである。

Fig. 6は，フェールセーフなゲート索子18)1, 2を用

いて受信信号のレベル検定と論理積演算を行う超音波

センサの概略構成を示している。反射板からの受信信

号があって，次いで検知範囲内のフェールセーフ否定

受信信号，検知範囲外の検知無効信号が継続して出力

されていれば，正常かつ障害物なしを意味するオン信

号が出力され，安全確認型が達成される。

なお，前出のダイバシティ・コントローラを用いれ

ば，市販の危険検出型超音波センサと赤外線センサの

併用による多様化・多重化が容易になり，安全水準の

向上と人間検知性能の信頼性向上とが期待できる。

5.3 軟接触式バンパースイッチの構成

バンパスイッチも，故障時は必ずオフ出力となる特

性が要求される。通常のパンパスイッチは，人間の接触

によって機械的な接点が閉じるという，いわゆるノー

マルオープン型タッチスイッチの構造を持っため，

の要求には適さない。

Ultrasonic signal 
generator 

S•Q 

Fig. 6 Ultrasomic radar 
diagnosis function. 
自己診断機能付き超音波センサの構成

sensor with dynamic 

こ

self-

そこで，新たに柔軟歪みセンサ19)を利用してフェー

ルセーフなバンパスイッチを構成する。このセンサは，

Fig. 7に示すように，シリコンゴムの表面に導電性

塗料を塗布したものであり，伸張させるとその抵抗値

が変化するという特性を有する。このセンサを，リング

~ 
Fig. 7 
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Flexible strain element for soft contact type 
bumper switch. 
軟接触式バンパスイッチ用柔軟歪みセンサの構造

0.2 

Voltage applied to brake 

0.4 0.6 

Time(s) 
0.8 

Contact detection characteristic and test result. 
接触検知特性と試験結果
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状の板バネを内側から引っ張る形で貼りつけたものを

一つのユニットとして，これを多層に重ねることによっ

て，緩衝性のあるバンパの形状とした (Fig.8)。ユ

ニット内のセンサは常にプリテンションがかかった状

態であるため，このときの抵抗値をフェールセーフウ

インドゥ・コンパレータでレベル検定すれば，センサ

自体の正常性が確認できる。

Fig. 9は，バンパを取り付けた試作ロポットを走行

させて，実際に人間に接触するとセンサ出力信号がオ

フとなって，ロポットの無励磁型プレーキにより急制

動した結果である。人間の接触によりセンサの抵抗値

が増大し，抵抗値がしきい値を超えると検定出力がオ

フとなってプレーキを効かせて・いることが分かる。な

ぉ，ロポットが接触後完全に停止するまでの間に，人

体（牒）が受ける力は最大34Nであり，これは人間側

から受容される値と判断した。

6. 本質安全アクチュエータシステムの開発

6.1 MR流体を用いた力出力制限機構

本来，ロボットは人間と安全な距離だけ離れて作業

を行う。しかし，ロポットが人間に接触する場合であっ

ても，少なくとも，人体へ許容限界を越える衝撃や圧

迫を与えることは許されない。そのためには，ロポッ

トが人間との接触時に安全な力出力を保証する必要が

ある。

試作ロポットのマニピュレータでは，外力を検出し

てアクチュエータの力出力を動的に制御する機能的手

法ではなく，本質安全アクチュエータによる力出力の

制限手法を適用する。機能的手法では，制御の失敗に

よって過大な力出力を及ぼす可能性があったり，バネ

等を用いるフォースリミッターでは，マニピュレータ

と人間の位置関係に応じて能動的に力の制限を変える

ことができないからである。

そこで， 3自由度のマニピュレータの屈曲軸2の関節

に，可変ビンガム流体を用いた力出力制限機構を挿入

し (Fig.10) , カ出力を本質的に低減することを試み

る。可変ビンガム流体とは，外部信号によりビンガム

流体の降伏せん断応力を制御できる流体であり，電界

によって制御される ER流体20}と磁界によって制御さ

れる MR流体21)が知られているが，ここでは Fig.11 

に示す MR流体を利用した機構 (Magnet-Rheological

Force Limiting Mechanism : 以下，単に MRFLMと記

す）を例に説明する。

MRFLM内部のコイルを励磁すると，発生する磁界

強度に応じてトルクがアームに伝達される。励磁電流

を i, 入力軸の角速度を w, 出力軸（アーム）の回転

日ectromagneticbrake Couplinr::i 

Encoder I MRFLM 

Elbow joint 
Fig. 10 Elbow joint mechanism with inherently safe 
actuator. 
本質安全アクチュエータ＿を持つ肘屈曲部溝

＾
 
ほ
LO 

~ 

(mm) 

Fig. 11 Magnet-Rheological Fluid Limiting Mechanism 
(MRFLM). 
MR流体を利用した力出力制限機構 (MRFLM)

角度を 0,比例係数を a とすると， MRFLMの伝達で

きる最大トルク TMRは次式で表される。

. w-0 
TMR=a・i・ 

lw-01 
(1) 

ただし， (w-0)/lwー釘は伝達されるトルクの方向を

表す。一般的な粘性流体を用いたトルク伝達では，伝

達可能な最大トルクは入出力部間の相対回転速度差の

影響を受ける。一方， MRFLMの伝達できる最大トル

クなfRは，相対回転速度差の大きさとは完全に独立

であり，理想的固体摩擦クラッチモデルに極めて類似

する。 MRFLMに利用した Load社製MRブレーキの

特性を Fig.12に示す。
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Fig. 12 Steady-state torque characteristics of MRFLM. 
MRFLMの定常トルク特性

Gear 
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Fig. 13 1 d.o.f. robot arm model. 
1自由度ロポットアームモデル

6.2 カ出力制限機構による安全な接触作業

MRFLMへ与える電流を制御することにより，アク

チュエータは様々な機能を実現することができる。す

なわち，

1)過大な力出力の制限，

2)外部からの力伝達の制限，

3)軸関節の固定，

4)過大な衝撃力の制限

である。 Fig.12の特性から明らかなように， MRFLM

へ与える電流を抑えれば (1)の状態となり，逆に増や

せば (2)の状態すなわち強固なサーポによる外乱の

抑制が実現する。また，アクチュエータが低トルク，低

剛性のものか， MRFLMがアクチュエータから切り離

される場合は，電流増加により (3)のように関節の剛

性を高めることができる。さらに，マニピュレータと

人間との衝突時に電流を抑えることにより，衝突時の

アクチュエータの等価慣l生モーメントの影響を遮断し，
(4)を実現する。なお， (1)の機能によりアクチュエー

タからの伝達トルクを制限すると，人間との接触によ

りマニピュレータは正規の動作から逸脱することがあ

るが， MRFLMがアクチュエータの安全な力出力を保

証していれば，人間がマニピュレータと接触中はアク

チュエータ制御を緊急停止させる必要は必ずしもない。

ただし， MRFLMの電流制御手段の故障やアーム制

御システムの故障を考慮して，これらの故障が生じた

ときは電流制御を速やかに停止し，マニピュレータの姿

勢を MRFLM以外の手段で固定しなければならない。

そのためにも，無励磁型電磁プレーキを関節に組み込

んでおく必要がある。このプレーキをより積極的に (3)

と(4)の用途に適用することも可能であるが， (4)の用

途への使用はプレーキの発熱等の問題が生じるため，本

研究では (3)の用途に限ってプレーキを利用して，そ

の他の機能を MRFLMで実現することとする。

6.3衝撃力低減手法

前節の (4)の機能を検証するために， Fig.13に示す

ような 1自由度ロポットアームモデルを考え，高減速

比を持つサーポモータの出力軸とアームとの間にMR-

FLMを挿入した。また，ここでは，最悪の衝突の状況

として，①人間は硬い壁で拘束されて静止している，②

一定角速度で回転していたアームが人体に直角に衝突

する，③一度の衝突で両者の相対速度はゼロになる，と

いう条件を設ける。

アームが一定の角速度釘で回転しているとき，系の

運動エネルギは次式で与えられる。

E=厨Im+Ig+Ia)が (2)

ここに， Im,lg, Iaは，それぞれ，モータのロータ，

ギャと MRFLMのロータ，アームとアーム基部の慣性

モーメントであり， Tは減速比である。ここで想定し

ている最悪の衝突状況において衝撃力が最も大きくな

るときは，衝突後の最初のピークのときである。この

とき，アームのもっていた運動エネルギは，すべて人

体の表面組織に吸収されている。したがって，安全な

衝突の条件は，衝撃力の許容上限値を facとすると，

次式で表される。

J如）d叫=!('Y2 Im+ lg+ Ia)が
2 (3) 

V咋； fい）く fac

ここで，咋は人体の変位（アームの食い込み量）， f伍）
は Xhの関数として表した衝撃力である。

MRFLMは，アクチュエータの制動に要する力を制

限するものであり， (1)式およびFig.12の特性から次

のエネルギの収支関係が成立する。

1 討 Im+Jg)が=TMR□ -0)dt (4) 
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Fig. 14 Comparison of impact at 0.2A with at 1.0A. 
0.2Aと1.0Aの印加時の衝撃力の比較

ここに，蛉は減速機を含むモータの制動に要する時間

であり， MRFLMの伝達トルク TMRを変化させるこ

とで任意に選択できる。特に，故障でMRFLMによっ

てトルク TMRが発生しないとき，モータの停止はギ

ヤの内部摩擦のみによるため長時間を要するが，人間

に伝達する力はむしろ小さくなって安全側となる。

Fig. 14は，本手法を適用した実験結果の一例であ

る。実験では，アーム先端にカセンサを取り付け，アー

ムを角速度 1.0rad/sで一定回転させ，人体の代わりに

硬質ゴム片に突き当て，そのときの衝撃力を観測した。

アームの長さは300mm, アームの質量は 1.2kg, ギャ

の減速比は 1/200, モータの等価慣性モーメントは 2.4

kg面である。また， MRFLMの励磁電流は衝突の間一

定とし， 0.2AとLOAの2種類を比較した。衝撃力の第

ー主波のピークは，アームの質量の影響であり，モー

タ・減速機は急停止を要さないため，これらによる影

響は力の定常特性には現われるが，衝突にはほとんど

現われていないことが分かる。すなわち， MRFLMが

カの限界に対するヒューズ効果を呈しており，このこ

とから，本方式によってアクチュエータの本質安全化

が達成されたと判断できる。

7. まとめ

今回は，人間と共存可能な施工作業用ロボットを実

現するために，本質安全を優先する設計手順を明らか

にして，これに基づいたロポット要素の開発を行った。

試作したロポットシステムには，安全確認型障害物（人

間）検知用センサと，本質安全アクチュエータを含め

たマニピュレータを搭載して，それらの制御方法や評

価について考察した。しかし，ロボットと人間との衝

突に対して，衝突速度や人間にかかる衝撃力がどこま

NIIS-SRR-N0.21(2000) 

で許容されるかという判断指標は明確にされていない。

この場合，受容の判断を人間に委ねることが必要不可

欠であると考えられ，実際のロボットシステムの設計

に当たっては，合理的な評価指標に基づいた検討が必

要となろう。

今後は，今回提案したシステムと制御手段を，実規

模施工作業用ロボットに適用するとともに，機能的な

ビジョンシステムと安全制御システムの構築を進める

予定である。
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